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1.鎖 国体制の崩壊と開国 ・外圧
日本の鎖国体制が崩壊 したのは,商 品貨幣経済の発展による国内経済の矛盾からではな く,
日本 を取 り巻 く国際環境の変化=外 圧にその要因があった ことはいうまでもないだろう。
その国際環境の変化のはじまりは,ロ シアの17世 紀か ら18世紀 にかけてのカムチャツカ ・千
島列島 ・蝦夷地(北 海道)へ の南下政策である。ロシアめピーター大帝 ・女帝エカテ リナ2世
のアジアへの植民地進出の野望により,カ ムチャツカ ・千島列島を植民地支配 し,日 本に迫っ
て きた。
1778(安 永7)年 に大帝の命で松前藩に通商の許可 を求めて接触したが,こ の要請を松前藩
は幕府 に報告す ることなく拒絶 した。続いて1792(寛 政4)年 にはロシアは使節ラクスマンを
根室に日本 の漂流民を伴なって来航 させ,再 び通商を求めた。 しかし,幕 府 は長崎入港の信牌
を与え,改 めて長崎にて商議することを約 して帰国させた。 これを請けて1804(文 化元)年 の
10年後にロシア政府 は特命全権大使 レザノフを派遣 し,長 崎に半年滞在させて通商条約の締結
のため幕吏 と折衝 させたが,幕 府が これを拒否 した ことから両国の関係は悪化 した。 ロシアは
1806(文 化3)年 樺太,1807(文 化4)年 エ トロフでレザノブの部下によって報復的な日本への植
民地的掠奪焼打ちなどの行為を繰 り返 した。これに対 して 日本側 も1811(文 化8)年 にロシア海
軍の艦長ゴロウニンをクナシリで拘禁 した り,ロシア船の来航の禁止・打ち払いの通告をするな
(1)
どして対抗 した。両国はその後半世紀近 く対立 しなが ら外交関係 もな く,静穏を保 った。
ついで,鎖 国 日本 を開放に導いたのがイギリス ・フランス両国のアジア進出であった。イギ
(1)沼 田次郎 『鎖国体制の崩壊』(「体系 日本史叢書」5.山 川出版社.1985年 所収),183～4頁 。
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リスのアジアにおける進出は,17世 紀末か ら18世紀にかけてのインド植民地化をめ ぐるボル ト
「ガル ・オランダ ・フランス諸国 との争 いに勝利 し,イ ンドを植民地としてそこを根拠地にして
拡大 した と考 えられる。そのイギ リスを始めヨーロッパ諸国のアジア進出の目的は「東方の富」・
といわれる香辛料 ・染料 ・綿布 ・絹布 と銀を中心 とした貴金属 との仲介貿易を意図 した。 とく
に,イ ギ リスが支配 したインドは独占的アジア貿易企業東インド会社を介 してのインド綿布の
もつ産物的価値 は重要であった。18世 紀末に産業革命を達成 したイギ リスは,多 量の原料供給
と製品の市場 を求めて18世 紀後半には,イ ン ドを完全に支配下におき,つ ぎの植民地中国への
進出をはかった。
ア ヘン
イギリスは1840(天 保11)年 阿片戦争 を起 して,清 国政府 に和親通商を迫 り,1842(天 保13)
年 につぎの6項 目を柱 とした南京条約 を締結 した。その第1は 和親修好条約であ り,第2は5
ニンボウ ア モン
ロ(広 東 ・福州 ・上海 ・寧波 ・厘門)の 開港,第3は 香港の割譲,第4は 阿片の600万 ドルの賠
償,第5は 行商独占の廃止,第6は 軍事賠償1,200万 ドルな どを内容 とした。これは清国が列国
に屈服 した最初の条約であ り,後 に列国アメリカ ・フランスと結ばれる分割条約基礎 とな り,
中国侵略 を促進する結果 となった。
しか し,清 国政府はこの条約を容易に履行せず,イ ギ リスはその完全実施を要求 して,10年
ドウカツ
間交渉・桐喝 を繰 り返 した。 したがって,常 に武力抗争の危機のなかで,中 国の民族的反乱「太
平天国の乱(1850～64年)」 が起った。 これに刺激 されて,東 イン ド会社のイン ド人傭兵 を中心
に,反 英独立運動 「セポイの反乱(1857～59年)」 示インドの植民地でも起 り,イ ギ リスはこの
機 をとらえてインドを属領 とした。
しかし,イ ギ リスは両国の民族的反乱によって植民地政策 を反省 し,柔 軟政策 に切 り換 えた。
この ような情況のなかで,イ ギリスの 日本 に対する関心が高 まっていった。イギ リスの日本へ
の関心はそれ以前にも示されてお り,ロ シアが 日本の北方から姿を消した ころ,こ れにかわっ
て日本の各地の沿岸に出没 している。1808(文 化5)年,イ ギ リス軍艦 フェー トン号の長崎 の
不法侵入事件,1818(文 政元)年 浦賀,22(文 政5)年 江戸湾 に来航,24(文 政7)年 には常
陸国大津村 に上陸して食料などを奪う事件 を起 している。 これに対 し幕府は1825(文 政8)年
に沿岸に近ず く外国船を理由の如何にかかわ らず打ち払うように命 じた 「無二念打払令」を発
して対抗 した。 しか し,幕 府はイギ リスのインド・中国の植民地侵入事件を見知 った ことか ら,
1842(天 保12)年 に文政打払令を撤廃 して外国漂着船 に薪木 骸食料を給与することにし,一 方
で洋式軍備を整 える政策 に転換 した。イギ リスもまた,イ ンドのセポイの乱 ・中国の太平天国
の乱の民族主義的反乱を教訓 として,慎 重 な対 日政策 をとった。
イギリスにインド・中国市場確保 に敗れたフランスは,イ ンドシナ半島へ植民地市場 を求め
コウ ホ
19世紀後半にはその支配権 を確立 し,1844(弘 化元)年 には中国 と黄埴条約を結ぶなど,し だ
いに日本 に迫ってきた。 まず,琉 球に着眼したフランスは条約終結の年に宣教師フォルカ ドン
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を那覇 に上陸 ・滞在させ,翌 年イギリスの軍艦が琉球に渡来 したことから,同 年の5月 に東イ
ンド艦隊司令長官セシュ少将を運天港に軍艦2隻 を率いて来航させ,強 硬に通商 を迫った。琉
球国政府は薩摩の島津氏 と議 して,島 津氏は老中阿部正弘の指示 をうけ幕府が貿易 を例外 とし
②
て黙認する形で収拾 した。
しか し,フ ランスは1848(嘉 永元)年 本国に2月 革命がお こり,琉 球から手を引 くことにな
った。イギリスも琉球には強硬 な通商 ・交易を求めることはなか った。その理由について,沼
田次郎氏は 「政府 も商人 も新 しく開放 した広大な中国の市場 に対する関心の方がはるかに大 き
く,日 本 との貿易に対 してはさしたる関心がみられない,と いうのが実情であった。」さらに「日
本の開国はイギ リス極東政策の最後の到達点であったけれども,し かしそれがイギ リスの最初
(3)
からの最大の目標であったかのように強調することは正 しくない。」 と。
こうして,イ ギリスの中国市場への集中 とフランス ・ロシアの自国の政変によって,一 時的
に日本開国から手を引いた間隙をぬって日本への開国を強 く求めたのがアメ リカであった。ア
メリカは1830年 代から40年代にかけて産業革命 を達成 し,綿 紡績業 その他の近代工業が確立 し,
その製品市場 としてのアジアが重要な政策目標 となった。
ボウカ
1844年 にアメ リカは清国 と望慶条約 を結んで広東などの開港を勝 ち取 り,1846(弘 化3)年
には日本に東イン ド艦隊司令長官ビッドルを派遣 して清国と同 じ条約の締結を求めて きた。 も
ちろん,幕 府 は対外政策の基調 を鎖国においていることカ「ら要求 を拒否 したが,黒 船 など軍事
力 を恐れて1842(天 保13)年 打払令を廃止するなど穏便主義で対応 した。
この ころのアメリカは北太平洋を中心 に鯨漁の出漁が盛んで捕鯨船 の食料 ・薪水な どの補給
や難破 した乗組員の保護のためにも,引 続き日本 に開国 を本格的に求めてきた。1858(嘉 永6)
年6月,大 統領 フィルモアは,ペ リーを東イン ド艦隊司令長官に任命 して,軍 艦4隻 とともに
浦賀に派遣 した。ペ リーは武力 を誇示 して浦賀 に来航 し,強 硬に大統領国書の受理 と開国を要
求 した。 これに対 して,幕 府は久里浜で国書を受理 し,翌 年返書 を与えることを約 して,ペ リ
ーを退去させた。
この1ヶ 月後,ア メ リカの対 日使節派遣を知 ったロシアは,久 びさたプチャーチンを使節 と
して長崎に派遣し,国 書を提出 して北方の国境の確定 と通商の要求をしてきた。1852(嘉 永5)
年 には,ロ シアの調査隊が樺太南部 に進出し,ア ニ ワ湾沿岸に哨所を設置するなど同地方の日
本人の進出もあって日ロ国境の確定が必要であった と考 えられる。 このロシアの要求に接 した
幕府は,長 崎奉行に国書を受領 させ,さ らに応接係を長崎に派遣 しそ通商商議を行わせた。 し
かし,プ チャーチンは,ロ シア対サルディニア連合軍(ト ル コ ・イギリス ・フランス)と のク
リミア戦争 に備えて,長 崎での交渉 を中止 して帰国 した。
幕府は,ロ シアとの対応 は一難去 ったが国書を受取 ったアメ リカとの対応に苦慮 した。当時
の幕府は,病 弱の12代 将軍家慶 と幕政の中心老中首座が阿部正弘であった。正弘はアメリカの
(2)「 同 上 書 」188頁 。
(3)「 〃 」188～9頁 。
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国書を受理 したが,そ の事態が重要である.ど判断 し,前 例をやぶって朝廷 に報告し,諸 大名に
'公示 してその所見を求めたが結論 をだす ことができなか
った。将軍は13代 家定 となり,水 戸前
藩主徳川斉昭を起用 して海防参与 とし,江 戸湾 ・近海の守備 を諸藩に命 じるに過 ぎなかった。
幕府が対応に苦慮するなか,1854.(安 政元)年1月 にペ リーは軍艦7隻 を率いて江戸湾 に入
り,金 沢沖 に碇泊 した。幕府 はペ リーに対 して回答延期 と浦賀への廻航 を求めたが一蹴され,
アメリカの態度は前年より強硬な対応であった。幕府はその威力に屈 し,3月 日米和親条約(神
奈川条約)を 締結 した。 こテに,200年 余にわたる幕府の鎖国政策 を自らの手で放棄したのであ
る。その開国を示す条約は12条 か らなっているが,主 要な内容を取 りあげてみると,、
1)下 田 ・箱館の両港を開き,薪 水 ・食料 ・石炭などの欠乏品を供給する(第2条)。
2)ア メ リカ難破船員および積荷 を扶助 し優待する(第3・4条)
3)下 田 に領事 をおくこと(第5・11条)
4)片 務的な最恵国待遇 をアメリカに与える(第9条)
この日米和親条約の締結 を知ったロシアとイギ リスは幕府 と交渉 し,ア メリカとの条約 と同
じ内容の和親条約 を結び,翌 年にはオランダ ・フランスとの間に条約を締結した。外圧に屈 し
た幕府 はこれら5ヶ 国と正式な国交をもって,鎖 国か ら開国政策へと転換 した。いわゆる安政
の5ヶ 国条約である。
2.通 商条約あ締結 と居留地貿易
和親条約の締結 によって開国は為 し遂 げられたが,そ の条約には通商条項がなかった。アメ
リカはこれ を求めて1856(完 成3)年 にハ リスを総領事 として下田に着任 させ,幕 府 に対 して
通商条約の締結を交渉させた。 この時の幕府 は,幕 政 の中心が阿部正弘から堀田正睦へ と移 り,
将軍継嗣問題 をめ ぐる南紀派(井 伊直弼)と 一橋派(島 津斉彬)と の政争のなか,条 約勅許問
題がからみ南紀派の徳川慶福(家 茂)が 将軍 とな り,大 老 も同派の彦根藩主井伊が就任し,勅
許 をえない まま1858(安 政5)年6月 通商条約 に調印 した。 その背後 に,幕 府内での政争 とア
ロー号事件によるイギリス ・フランス連合軍の中国への武力進入などが条約締結に大 きな影響
をあた えた。
その日米修好通商条約 は14ヵ 条か らなってお り,そ の主要な点はつぎの諸点である。
1)公 使 ・領事を交換 し,そ の駐在 と国内旅行権 を認める。(第1条)
2)下 田 ・箱館のほか,神 奈川(横 浜)・長崎 ・新潟 ・兵庫 を開港 し,江 戸 ・大阪を開いて自
由貿易 を行 う。(第3条)
3)関 税は別の協定で定める。(第4条)
4)両 国の貨幣は同種同量で交換する。(第5条)
5)領 事の裁判権 を認 める。(第6条)
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この通商条約のなかで,第4条 の関税 ・第5条 の貨幣交換 ・第6条 の領事裁判権の3条 項 は,
後に幕府 ・明治政府を苦 しめることになる。第4条 を詳 しくみると 「輸入品の課税率 は別 に定
むる所 により,通 常商品は2割,但 し酒類3割5分,1部 の特殊商品を5分,自 家用品は無税,
輸出税 は金銀貨幣樟銅を除き5分 とすること,出 入船 には噸税を課しないこと。」この条項 にみ
られるように,協 定関税率の決定は日本に関税 自主権 を否定 した不平等条項を示す ものであっ
'
た。 さらに,こ れら条約がもつ片務的内容の最恵国条項(和 親条約9条)は,「 わが国をして単
(4)
にアメ リカのみならず列国のいわば半植民地的市場化するための条約」であり,こ れ ら領事裁
判権 ・協定関税 ・最恵国条項 は外国人の日本国内における自由貿易の規定であった。 したがっ
て,通 商条約の本質は,自 由「・競走貿易を原則 とした世界資本主義市場のなかでの日本後進国
の国際的地位の決定であった といえる。日本 にとってこの条約は,清 国での天津条約 に類似 し
た外圧 による 「半植民地的屈辱条約」であり,条 約国 との対等関係の確立 は,関 税 自主権が回
復 した1911(明 治44)年 まで待たねばな らなかった。
したがって,幕 府 も開港後 の条約実施には消極的であ り,そ の外交 ・貿易政策の実態をつぎ
に見ることにす る。
開港直後の外交関係の紛議 は,横 浜を開港場 とする問題ではじまった。条約では開港場 は神
奈川 とあ り,幕 府の意図 は第2の 「出島」を考 え,神 奈川の一寒村 に閉 じ込める準備 に入 った。
これに対 し,ア メ リカ公使ハ リスは条約違反 として横浜 を主張 し,横 浜に商館 を建設 した り,
自国船 を横浜に碇泊 させ るなど横浜 を開港場 として既成事実をつ くり,幕 府政策を攻撃した。
結局横浜が開港場 となり,箱 館の貿易が微量であったため,横 浜 ・長崎の2港 を中心 に開港後
の貿易が展開された。
開港場は,条 約によって締約国民の永久居住(居 留)が 許 され,各 開港場には外国人居留地
が成立 した。「『居留地』も『租界』も,と もに英語ではSettlementと いうように,居 留地は 『租
界』にほかならない。それは外国が中国で上海等 に租界を設置 したと同 じ意味で,外 国資本の
日本における活動 ためのべ一スキ。ンプでなければならなかっ謂 と糊 福寿氏 も指摘 され
ているように,外 国人居留地 は,日 本の行政権の及ばない独立 した日本国内の異国であり外国
商人の取引活動のベースキャンプでもあった。
しかし,通 商条約では居留外国人の日本国内歩行 を開港場10里 四方に限 られた遊歩規程があ
り,外 商の活動範囲を居留地内に限定することでもあった。したがって,こ れを居留地貿易 と
よんでいる。他面 この遊歩規程は,開 国に反対する嬢夷思想 をもつ日本人の外人襲撃から外国
人を守 るための規程で もあった。事実,開 港以来1860年 のハ リスの通訳官 ヒュースケンの暗殺
をはじめ数多 くの外国人殺傷事件が起 きてお り,異 民族に対する日本人の変質的感情が解け,
完全な居住の自由と旅行の自由への改正 は,1888(明 治32)年 の治外法権の撤廃と関税自主権
の回復 される条約改正まで待たねばならなかった。
(4)「 同上書」293頁 。
(5)海 野福寿 「明治の貿易」1967年,塙 書房,19頁 。
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したがって,こ の遊歩規定 に限定 された居留地貿易 の実態 について,つ ぎに見ることにする。
居留地貿易の取引形態は 「居留地域内における外商 ζ日本人留易商 との間の取引によって構
成 され,外 商 に対 して生産者が直接売手 となった り,消 費者が直接買手 となる,と いった取引
関係 を排除する。 したがって,外 商一貿易商取引が唯一の対外取引形態た りうるためには,貿
易 につながる商品が開港場の貿易商の手に集中するような国内流通機構の統一的な構成が前提
(6)
となる。」ことが重要な要素であった。それには,輸 出される商品には日本の売込商のもとに集
荷 して外商に売込み,輸 入される商品は外商から日本 の引取商 を経て国内流通市場へ と流通機
構 を整備する必要があった。
貿易開始後の横浜 には,輸 出用の生糸や茶などの生産地 と結びついた地方商人や外国商品 と
結んで輸出品(毛 織物 ・綿織物など)を 取扱 う貿易商人が集 まり,従 来の商品流通機構 を大 き
く変化させる現象が現れた。 これに対 して幕府は1860(万 延元)年 「5品 江戸廻 し令」 を出し
て,輸 出品の生産 と流通 に統制 を加 えた。 その内容は雑穀 ・水油 ・ろう ・呉服 ・生糸の5品 を
必ず江戸の問屋 を通 し生産地から横浜に直接送ることを禁 じた。また,桑 や茶 を勝手に栽培す
る.ことも禁 じた。 これは江戸 ・大阪の株仲間商人の既得権益を守 り,旧 流通機構 を守って貿易
商品を統制することにあった。それには幕府や西南雄藩などの洋式軍事工業の移植政策によっ
て・幕府貿易統制・諸藩の専売貿易を守 る必要があったとも考えられる。幕府 は1855(安 政2)
年にオランダから機械を移植 して長崎造船所を建設 し,1865(慶 応元)年 にはフラ』ンスの協力
をえて横須賀製鉄所 を起工した。薩摩藩は,1851(嘉 永4)年 に製錬所,翌 年反射炉 ・ガラス
製造所,1865(慶 応元)年 にはイギ リスから洋式紡績機械を移植 して2年 後に操業 を開始する
藩営集成館をつ くった。 これ らめ幕 ・藩営工業の育生 は旧:専売商品流通の統制 と機構を残すこ
とが必要であった し,一 方で開国による横浜貿易商人』を中心 とした新 しい商品流通 を発展 し,
幕末 には新旧国内流通機構が併存 した。
明治期 に入っても,新 政府はこの幕府の方針を継承 した。1868(明 治元)年 会計官(大 蔵省
の前身)に 商法司を設置 し,そ の監督下 に商法会所を設立 した。その政策意図は商法会所に旧
株仲間 ・都市特権商人を強制編入 させ,同 所を通 じて金札(太 政官札)に 勧業資金 として生産
者 ・商人 に前貸 して生産物を会所 に集積 し,商 法司が全国の商品流通機構の支配 と生産過程の
(7)
掌握することにあったと考えられる。流通機構での会所政策は,同 一地域同一産業 に属する商
工業 を強制加入させたことは株仲間体制 より一段 と包括な商産業組織である同業組合が形成 さ
れ,金 融力をもつ問屋資本の流通支配が存続することを意味する。さらに商法司は,外 国貿易
に対 しても,蚕 種生糸改所を設 けて重要輸出品の蚕種 ・生糸の輸出独占を旧藩の国産会社方式
を全国規模に拡大 して行 うことを試みた。
しか し,明 治政府の最初の殖産興業政策推進機関商法司は,金 札の流通障害などによって建
(6>「 同上書」27頁 。
(7)筆 者編著 「殖産興業政策の軌跡」1998年,白 桃書房,『 第4章 明治前期殖産興業政策 と政商資
本』 に商法司政策の分析があるので参照 して欲 しい。
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議者由利公正 も退陣 し,大 隈重信の通商司政策 に引継がれた。
商法司に変わ って,通 商司を設置 し東京に本司 ・京都 ・大阪 ・開港場 に支司をおき,そ の管
理下に半官半民の通商会社 と為替会社 を設立 し,大 隈財政は全国の商業 ・金融の統制を計った。
通商司に対外取引の免許状交付権をはじめ商品流通への広大な権限を与 え,・旧藩の国産会所な
どの藩営商業を禁止 して流通過程の中央集権的掌握政策 を進めた。
通商司設置 と同時に通商会社を東京 に設立するよう勧告された三井八郎右衛門は自ら総頭取
となり,田 中次郎佐衛門をはじめ府内10名 の商人 を頭取 として東京貿易商社(通 商会社)を 設
立させた。 この商社 は合資結社 として出発 したが,こ れに参加する商人は少なく通商司の役人
〔8)
の強制加入説諭が行われるなど難産の結果の創立であった という0
為替会社 は,通 商会社への資金供給機関 として,1869(明 治2)年 に通商会社 と同 じように
政府の強い勧奨を受 けながら三都の特権的大商人 を中心 に設立された。東京為替会社 は,三 井
八郎右衛門を総頭取 に島田八郎左衛門 ・小野善助 など8名 を頭取 に任命 し,・身元金の出資者が
通商会社 と同 じように構成員となって運営にあたった。通商会社の業務は,為 替会社から融資
を受けた資金を傘下の市中商社(株 仲間商人の再編成)・ 地方商社(地 方商人の組織化)・ 外国
貿易商社(売 人商や引取商の組織化)へ 前貸供与 し,諸 藩物産の流通掌握 と外国貿易の統制を
はかることであった。しかし,貿 易統制への強い欧米列強の反発 と大幅な貿易入超・新貨条例・
廃藩置県などが重な り,通 商司流通政策 も挫折 した。1871(明 治4)年 通商司は廃止さ.れ,為.
替 ・通商の両会社 も業務不振で解散 した。
政府の殖産興業政策 も流通重視の政策か ら工部省(1870年 設置)中 心の上からの近代工業の
移植 ・育生 にと政策の重点を転換 していった。 この政策転換の過程で,職 業選択の自由 ・私的
所有権公認政策が進められたが,急 激な変化に対応できず,流 通機構では株仲間を改編しての
市中商社など仲間廃止令で解散したが再び株仲間的機能 をもった同業者組合が1873(明 治6)
年から1875(明 治8)年 にかけて結成 され,政 府 も1885(明 治18)年 に同業者組織化 を促する
準則を布達する再編 ・統制政策を進めた。
これを貿易政策でみると,明 治政府 は1873年1月 「生糸製造取締規則」 を急ぎ公布 し,2月
には 「生糸改会社規則」を布告した。 この両規則 とも,輸 出生糸の粗製濫造 ・不正取引の禁止
を施行の理由 としたが,そ の政策意図は,売 込商 ・地方商人 ・生産者の全生糸流通関係者 を改
会社に加入 を義務づけ(第5条)て 系列的に編成 し,そ れ以外の取引 ・流通形態を排除するこ
とにあった。改会社加入の売込商ルー トが唯一の流通組織 となり,横 浜生糸改会社をみると,
三越得右衛門 ・小野善三郎 ・原善三郎 ・茂木惣兵衛 らの有力生糸売込商を中心に33名 の会社構
成員によって1873年5月 に設立され,生 糸売込量(1873年5月 から翌年5月 まで)め 横浜生糸
(9)
売込総量の96%を 占めた という。 このように生糸改会社 は,横 浜の生糸売込商を頂点 として,
(8)「 明治前期財政経済史料集成」13巻,428頁 。拙著 「前掲書」通商為替会社については参照 して
欲 しい。
(9)海 野福寿 「前掲書」32頁 。
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地方生糸商 を傘下にした全国的生糸流通支配体制が編成された。
アラタメ
この改 会社政策に対 して外国公使 は,貿 易の自由・政府の非干渉を保証 した第14条 違反 と強
く抗議 してきた。その結果,生 糸改会社 は,1877(明 治10)年4月 の 「生糸製造取締規則」の
廃止によって後退 したが,外 商 との直接取引を排除する方針は貫かれ,売 込商 を頂点 とする流
通組織の編成がはかられた。
横浜生糸改会社にみられる売込商体制の形成は,開 国後の居留地貿易の特徴的形態 と考 える
ことができる。その形態のなかで,輸 出は売込商 ・輸入は引取商が外商(外 国商人)と の取引,
「すなわち
,こ の居留地貿易(商 館貿易)が1899(明 治32)年 の条約改正 までの主要な貿易形態
となった。その貿易取引の頂点に外商が不平等条約による有利な貿易条件によって 「商権」を
握 り,法 外な利潤を得ていた。 この外商優位な商権に対 し,明 治10年 ごろか ら,前 田正名 ・大
隅 ・大久保 など政府関係者の対等取引による 「直貿易論」 と田口卵吉 ・横浜貿易商 などの直貿
易の非現実性 と自由主義的立場からの反対論などの商権回復運動が展開された。
3.居 留地貿易の実態 と商権回復運動
居留地貿易のもとで,商 権回復運動が起 るのは必然的帰結であった。 日本 に居留する外国貿
易商 は,居 留地の10里 四方に活動 を制陳 されなが らも,不 平等条約 による有利な貿易条件によ
って莫大な利潤 を取得 していた。その外商貿易の実態 を見てみたい。
外国貿易資本の貿易支配 は,居 留地
表13年 間隔内.外 商取扱比 貿易で取 り扱われた貿易額 を日本貿易
輸 出 輸 入
年 次
邦 商 外 商 邦 商 外 商
1874 0.6 99.4 0.3 99.7
1877 3.6 96.4 1.6 98.4
1880 13.4 86.6 2.6 97.4
1883 14.2 85.8 4.9 95.1
1886 11.7 88.3 8.2 91.8
1889 9.7 90.3 14.6 85.4
1890 10.8 86.2 23.9 76.1
1891 11.0 89.0 19.4 80.6
1894 18.4 81.6 29.2 71.8
1897 27.8 72.2 36.7 63.3
1900 37.1 62.9 39.4 60.6
商 との比較のなかで見ることができる。
この ことを研究された松井清氏の史料
(表1)に よると,外 商が取 り扱った
g 4輸 出入総額 は明治20年 代(1887～1897)
4を 迎えるまで90%を 越 え,関 税が一部
改正された1900(明 治33)年 で も60%
4の 比:重を示 している。 この表1か らも
1外 商が居留地貿易の支配 している姿 を
・6見 ることができるだろう』%ぎ を、外商
3が その貿易 取引 に よって,法 外 な利潤
6.紫 生 みだ して いたか を見 てみた い。 当
〔注〕1・近代日本貿易史・第1巻PP・58・132～133及 び大蔵省,大 時 の主要 な輸 出商 品生糸 を対 象 として,
日本貿易年表
〔備考〕188g～1891年 は毎年 外商 の取 引利 潤 を分析 され た海野福 寿
〔注〕2.松 井清編 「同上書」第2巻P.135 氏 の研究 に よる と
,横 浜相場 はロ ン ド
as)松 井清編 「近代 日本貿易史」第2巻,1961年,有 斐閣,135頁 。
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ン市場価格の半値以下であり,明 治初期の横浜売込み価格が海外市場価格の去から÷にすぎな
ac
いことを指摘 し,外 商の不当な利潤の取引を明 らかにされた。横浜の生糸輸出の外商資本 を見
るとス トラッチャン・トマス(Strachan&Thomas)商 会(イ ギ リス),ヴ ァルメイル(Valmale)
商会(フ ランス),ヒ ュー・ウィルゴス(HughasWillgosu)商 会(イ ギ リス),テ キスター(Textor)
商会(ド イツ)な どが主要な外商である。 したがって,明 治前期の輸出先はイギリスが65%・
』
フランスが34%と なっている。
さらに,こ れ らの外商(商 会)の 貿易支配は,法 外な取引利潤に加 え,銀 行資本による為替
業務の独占,海 運資本の輸送業務の独占的支配を追随させた。外国銀行は,貿 易商社の要請 に
よって,ロ ンドン ・パ リー ・上海 ・香港な ど宛の手形売買 を主要業務 とした為替銀行であ り,
貿易金融機関 として外国商社 とは不可分の関係にあった。外商は銀行の信用 と資本力のもとに
U2
貿易活動を発展させ ることができた といえる。明治期 に横浜 に支店を開設 した主要な銀行 は,
オリエンタル(OrientalBank)銀 行,チ ャーター ド・マーカンクイル(CharteredMercantile
Bank)銀 行,香 港上海(HongkongandShanghaiBank)銀行,コ ン トワール・デスコント
(Comptoird'EscomptedeParis)銀 行などがあげられる。これ ら銀行 の金融支配による日本
への打撃の一つ として,金 貨流出問題があった。通商条約では,外 国貨幣は日本国内において
自由な流通 と,内 外通貨の交換率 は同種同量交換 と規定 され,1分 銀311個 と当時の標準的貿易
通貨メキシコ・ドル(洋 銀)100ド ル と等置 され,通 貨の金銀純量ではな く重量 と規定 されてお
り,金 銀比価体系が国際的水準から乖離 していた 日本金貨が大量に流出することになった。 さ
らに,外 国銀行 の貿易への業務 は,外 商を通 じての日本商人への資金融通を行い,前 貸による
生糸はじめとした輸出品の 「誘引相場」「引出買」の価格操作な ど外商 への恣意的取引に協力
し,日 本売込商 を常に従属的地位 に追い込んだ。
海運業の外国資本支配 は,イ ギ リスのP・0・ 汽船会社,ア メ リカの太平洋郵船会社(Pacific
MailSteamShipCo。)フ ランスの海上運輸会社(CompagnicdesMessageriesMaritimes)
などが中心で横浜に支店 をおき,本 国 ・中国 ・横浜に定期航路 を開設 し,日 本の貿易海運 と沿
岸航路 も支配 した。1878(明 治11)年 の外国貿易出入船舶の資料 を見るとイギリス船が287隻 ・
アメリカ船が132隻 ・フランス船が30隻 であ り,日 本 は73隻 となっている。日本船舶 は中国航路
(上海 ・香港)の みに限定一され,国 内の沿岸航路でも日本船 は60%に すぎず,残 りの40%が 外
国船に掌握されていた。
これら外国資本による独占的貿易支配に対 し,明 治新政府 はどのような諸策で対応 したかを
ここで見ることにしたい。
明治新政府 は,1869(明 治2)年 に外商 に対抗するわが国の貿易商社育生政策からはじめた
が,さ きに見たように通商・為替会社 は失敗 し,1873(明 治6)年 の生糸直輸商社 ・同伸会社 ・
日本貿易商会 ・横浜生糸会社は外国側の抗議 によって生糸改会社の規制策が後退 を余儀なくさ
ω 海野福寿 「前掲書」58頁。
q2)「 同上書」60頁。
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れた。 これらの動 きのなかで,1875(明 治8)年 内務卿大久保利通 ・大蔵卿大隈重信が連署 し
'て 「海外直売ノ基業 ヲ開クノ議」直輸 出論を提起 した
。その建議の第1点 は,外 商の貿易支配
の脱脚論(商 権回復)を 主張 し,第2点 は良質品の直売による市場拡大 ・輸出の増進を目的と
する0そ して,政 策の具体的方策 として,勧 業寮の監督下 に直輸出商社を新設 し,資 本金50万
円の うち30万 円を政府の勧業資本金から貸与する案を提議 している。
この直輸出論の具体的提案 に応えて設立されたのが1874(明 治7)年 大蔵大輔井上馨 ・益田
孝 などが創設 したのが 「先収会社」であり,こ れを継承 し ・買収 して1876(明 治9)年 に発足
したのが 「三井物産会社」である。創設期の三井物産会社 は,大 蔵省委託の生糸 ・茶 ・米さら
に鉱山局の石炭などの政府 よりの委託貿易業務が中心であ り,国 内の問屋的取引に重点を置い
ていた といわれる。三井物産が自主的貿易に転換 したのは,政 府の1881(明 治14)年 以降進め
た 「官業払下 げ政策」によって,新 町紡績所(1887年)・ 三池炭鉱(1888年)・ 富岡製糸所(1893
年)を 払下げ後 と考 えられている。
このことから,政 府の直輸出論は貿易形態の転換(居 留地貿易から直貿易へ)課 題 とするよ
りも,財 政的目的に もとつ く正貨獲得 を主眼 としたといえるであろう。 したがって政府 の取引
上の外商支配の排除 「商権回復」は国民的利害 を国家的に集約 したスローガン的目標 なのであ
U3)
つた。居留地貿易か ら直貿易形態への転換 を主張 したのが前田正名 の「直接貿易意見一斑」(1878
年起稿)で ある。前田は,居 留地貿易形態による外商の貿易支配によってわが国の輸出商品の
「正価」が失われて利益が外商に独占され,そ の うえ,居 留地取引の貿易通貨である洋銀がわ
が国の貨幣・幣制問題 に弊害を呼び寄せていると主張 し,具 体的政策 として,「帝国銀行」・「貿
易会社」・「生産者の団結」の三者協力体制が必要であると提唱 した。さらに,直 輸出推進する
ために,政 府の帝国銀行 を通 じて貿易会社 ・生産者を保護 ・育生することの必要性 を強調 して
口の
いる。
この前田の直輸出論を大隈は諸政策 に取 り入れ,大 隈財政は直輸 出社に横浜正金銀行(1880
年設立)を 通 じて直輸出荷為替資金を貸与 した り,直 輸 出の生産者には各国立銀行を通 じて「前
為替」の形で産業資金を貸与 して,輸 出産業 を保護 ・育生した。 しかし,大 隈財政期の直輸出
政策 は前田の描いた直輸出論の成果 を見ることができなかった。 この問題 を研究 された海野氏
の明治10年 代の資料を見 ると直輸出総額で少量ながら増加 を示 してはいるが,直 輸出によって
洋銀 を無視 して正貨を獲得 しようとした目的は果たせなかった。むしろ荷為替制度が混乱 し,
荷為替金返納の延滞などが累積された。前田自身直輸出政策の失敗 について 「海外為換ノ不十
Us)
分ナル ト,各 自資金薄弱ナル ト,各 商買聯合シテ外商二対 スル道立タザル」 と 『興業意見』の
・ なかで述べているが,安 定 した為替関係をもっためには国内通貨の安定が前提であ り,1881(明
治14)年 の松方正義大蔵卿の紙幣整理 ・幣制確立以降 に期待することになる。
⑬ 「同上書」72頁 。
as前 田正名 「直接貿易意見一斑」(明 治前期財政経済史料集成所収)
05)『 明治前期財政経済史料集成』第20巻,686頁 。
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この直輸出政策について,横 浜生糸売込商原善三郎の 『生糸貿易論』・田口卵吉の 『東京経済
雑誌』での 『反直輸出論』などの反対論があった。原の意見は生糸売込商の実務者の体験から
居留地貿易が現実に適合した有利 な取引であり,直 輸 出論 は危険であることを主張し,田 口の
主張 は政府の直貿易関係者への過保護な政策など自由貿易論的立場か ら保護関税策に反対 し自
⑮
由放任論を主張 した。この反直輸出論に対 し,犬 養毅の 『東海経済新報』の創刊号への 「何謂
保護」 と題 して田口の自由貿易論を国益 ・私益の一致論の立場か らの反対論があるなど貿易論
争が行われたが,「 商権回復」運動のなかで直輸出論争 は新たな展開を示すこととなった。
4.連 合荷預所設立事件と商権回復
新たにはじまった商権 回復運動は,直 輸出政策の低迷が続いた1880(明 治13)年 に原善三郎・
渋沢喜作 ・茂木惚兵衛の生糸売込商3人 を発起人 とした 「連合生糸荷預所」設立の動 きのなか
ではじめられた。 この生糸荷預所問題については,詳 細で優れた研究 を残された海野福寿氏の
分析 に依拠 しながら見ていきたい。
まず,海 野氏は生糸荷預所の設立計画の経過を具体的に明 らかにする資料が残されていない
が,二 つの設立願書のあることを明らかにされ,そ の願書が1880年 の売込商 による願書 と翌
81(明 治14)年 の直輸出取扱い貿易商社が参加 した願書のあることも指摘 し,つ ぎのように分
析 された。その 「二つ願書 とも同趣旨のもの と考 えてよい。要旨は,外 商の商権掌握のために.
生 じている取引幣習 を是正 し,商 権を回復するために荷預所を設け,そ の定める規則にもとづ
いて取引方法を改めたいこと,お よびその計画を実施 し目的を貫徹するために必要な生糸荷為
G7
替資金について政府の保護を仰 ぎたいこと,の 二点に要約 されよう。」とし,し いてその相違点
をあげれば,つ ぎの3点 であるとし,第1点 は 「13年願書」が3人 の横浜生糸売込商が発起人
であったが 「14年願書」では3人 の売込商に,河 添便次郎 ・中里忠兵衛 ・平沼専蔵 ・若尾幾蔵
および三井物産会社(9年 設立)の 馬越恭平 ・三菱系の貿易商会(13年 設立)の 朝吹英二が加
わ り,生 糸売込商 と輸出商社の9名 発起人によって願書が提出されていること,第2点 は,13
年願書では外商の反対にあって取引が停止 した時は直輸出で対抗することを述べ られていたが,
14年願書では,そ の直輸出の強行策 と直輸出 ・居留地貿易に対 して も政府の資金的援助を要望
していること。そして第3点 では,政 府貸金借受け方法で13年 願書が第二国立銀行に一任する
ことを求めたのに対 し,14年 願書では第二国立銀行 と明記せず,300万 円の政府貸下金 を求めて
いることである。
しかし,こ の設立願書は政府 ・大隈財政に簡単に容認されなかった。それは政府の横浜居留
外商のアメリカ公使 ビンガム(Bingham.Jno.A)を 先頭 とした自由貿易条項違反の抗議など
の強い外圧への配慮 と財政当局者大隈などの直輸出保護主義 と荷預所倉庫 に搬入された生糸へ
の荷為替貸付けの設立者側 との理念 との相違 などがあった と考 えられ る。
U⑤・ 『東京経済雑誌』41・44号,1880年 。
α7)海 野福寿 「前掲書」92～110頁 。『東京経済雑誌』41・44号(1880年)。
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政府の消極的対応 に対 し,設 立発起商人たちは1881(明 治14)年8月22日 荷預所設立総会を
'開き
,株 式会社組織 として自主的に開業することを決定した。総会で取締役頭取に渋沢喜作,
取締役に原善三郎 ・茂木惣兵衛 ・朝吹英二 ・馬越恭平 をえらび,横 浜本町6丁 目の生糸検査所
を買入れ,同 所 を荷預所 とすることをきめ,9月1日 より貸付業務 に限って開業することを決
議 した。4日 後の8月26日 には臨時株主総会を開き,株 式募集の割合 ・開業のための要件 を議
㈹
定 した。`1株1,000円 で27人 の株主による76株76,000円 の株式会社 として「横浜連合生糸荷預所」
は,9月1日 に開業式を行い貸付業務から営業を開始 した。その貸付業務 は,荷 預所倉庫に保
管する生糸を担保 とする荷為替貸付けで,貸 付額は生糸1箇(9貫 目)に つき,提 糸中等の325
円から折返 し,器 械・座繰上等の400円 までとし,そ の利子を日歩5銭 とする。開業 にあたって
⑲荷預所
は第一 ・第二国立銀行 と三井銀行の3行 と資金借入約定を結んだ。
副業的貸付業務o'開 始に続 いて,本 業の生糸対外取引業務が開始 されたのが,1ヶ 月余遅れ
の9月15日 であった。その取引業務は,つ ぎの 「聯合生糸荷預所定款」(41条)と 「生糸売込問
屋申合規則」(15条)に よって行われた。定款 は41条 に及ぶ長文だが,要 約すると(1)荷預所構成
員 に関する規定 ・(2)荷預所の機能 と運用に関する規定に大別で きる。これを要約してみると,
構成員 については横浜生糸売込商に限 り(第4条),加 盟売込商の連合脱退(第6条)と 株式の
社外者への譲渡(第7条)は 禁止された。荷預所の構成員 は生糸売込高の全員強制加入ではな
く形式的に自由ではあるが,実 質的には全員参加のギル ド規制であると考えられる。荷預所の
機能 ・運用規定では第1に 「共同倉庫」機能の規定であり,荷 預所は生糸 ・付属品貯蔵の倉庫
をもち(第18条),加 盟の売込高が荷受けした生糸類の見本品を除 く全部を倉庫へ預託 し(第19
条),荷 預所はこれに対 し 「預手形」を交付する(第23条)と 規定した。第2の 荷預所の機能は
「共同市場」・「中央市場」 としてのものであ り,従 来の外商館引込取引は全面的に否定 され,
荷預所 は売込商から売込契約成立の届出をうけ,同 所備付 けの衡器で計量 した(第28条),外 商
への現品引渡 しと代金収受は荷預所内で行う(第27条)こ とにした。 また,糸 質検査 も荷預所
⑳
で行い將来は 「調査表」による取引実現 を意図した(第22条)。
定款では,荷 預所の機能や運営 とその構成員の規定が主であ り,実 際の取引規定は 「生糸売
込問屋申合規則」全15条 によって行われた。「申合規則」は売込商取引を荷預所方式 として一本
化 し規則 とした ものであ り,そ の要点 を見ることにする。(1涜 込商荷受 けの生糸類 はすべて荷
預所へ保管を依頼 し,検 査を受 け,箇 毎の糸質の差異がないように荷造 りする(第2・3条)。
(2)売込み契約 は売込商の手許においた見本品によって売込商店頭で行い,契 約締結 を荷預所へ
報知 し,荷 預所 は代金収納の うえ買方へ現品を引渡す(第3・4・6・11条)。(3)悪 弊 といわれ
た看貫料 を廃止 し,売 込 口銭(売 込商手数料)を 定率化する(第10・12条)。(4)入 庫中の生糸に
ついては,現 価の8割 以内の荷為替金を荷主に貸付け,売 却後,代 銀を当日の相場で紙幣に換
U8『 横浜聯合生糸荷預所事務顛末諸計算報告』17～18頁 。
(19)「 同上」18～19頁 。海野福寿 「前掲書」136～7頁 。
(2① 海野福寿 「同上書」132～3頁,135～136頁 。
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算 して清算する(第7・8・9条)。(5)国 内直接買付 け,あ るいは仲間外売込商から買入れを行
った外商 との取引を拒絶する。 また仲間外売込商へ出荷 した荷主 との取引(荷 受け)を 謝絶す
る(第13・14条)。 以上の規則 ・制度によって,連 合加盟売込商の独占的集荷 ・取引体制が成立
し貸付業務を行 った。
9月15日 より対外商取引営業を開始した荷預所の情況について,当 時の 『東京経済雑誌』79
『
号(明 治14年9月24日 発行)は,「 外商は同所定款に従ひ容易 に取引相始め中間敷 と想像したる
に,思 ひの外」順調 な滑 り出しをみせた と記 し,『東京 日日新聞』などは連合生糸荷預所の取引
について 「創立前より種々の取沙汰あ りたれば開業後の有様 は如何成行 くべきやと思ひしたが,
案外の好景気」であり,価 格も開業前 とくらべて約10ド ルの高値 で取引された ことを報じ 「此
分にては今暫 らくは経なば連合諸子の企望せし目的を遂げ,発 起人の辛苦も其甲斐 ありて好結
⑳
果を見 るに致るべし」 と,当 時のマスコミ関係者は楽観的な見通 しを報 じている。
これに対 して外商 の荷預所への反抗の動 きは厳 しいものであった。 さきに見たように,設 立
計画段階か らアメ リカ公使 をはじめとした外商による日本政府への条約貿易違反の抗議行動 ・
開業時の外商たちの荷預所からの生糸買付停止決議など強い抗議行動が展開された。地方荷主
へ発送 された 「告知文」のなかから外商の見解を見 ると,荷 預所 は仲間結合=ギ ル ドであ り,
少数の生糸売込商や直輸出商社が流通独占をはかるものであって,国 内生産者は不利 になるこ
と,こ れに対 して自由貿易主義にたつ外商は,国 内生産者 ・商人 との直接取引を歓迎 し,直 接
取引によって荷預所の独占計画を挫折 させ,自 由な取引を進めると日本の生糸商人の分断策を
進めた。さらに,「日本商よ り海外への直輸出に係る何品た りとも一切外国船に積込むを拒絶す
但2)
べきこと」 と外国銀行による日本人に対する貸付停止の措置をとった。
この外商の荷預所設立に対する反抗的行動 は,和 解のない事件へ と拡大することとなった。
各国領事 ・公使や神奈川県令な どの和解調停工作 も不調 に終 る結果 となった。
荷預所 は外商の対抗処置に対 し,「商権」奪還を設立 目的 としたことを強調 し,マ スコミ(東
京日日 ・朝野 ・東京横浜毎 日 ・東京経済雑誌)な どを動員 して国民的 「商権回復」運動として
地方荷主な どの切 り崩 し策などに対応 した。地方荷主はそれぞれ県毎に同盟を結成 して,荷 預
所の支援 を決議 し,生 糸の流通を荷預所連合売込商のもとに一本化することを決定 して外商の
要求を拒絶 した。 この地方荷主の荷預所 を支持する動 きは,渋 沢栄一を会頭 とした 「東京商法
会議所」 にも波及 し 「商権回復」運動の輪が拡大 した。10月10日 に荷預所事件 を議題 として開
かれた臨時会議で,東 京商法会議所は 「衆議一決」 して荷預所支持の方針 を確認 し,外 国貿易
事務委員5名(益 田孝 ・大倉喜八郎 ・松尾儀助 ・円羽雄九郎 ・原六郎)を 選出して支援する体
㈱
制 を整 え運動を展開した。
(2D『 東京経済雑誌』78・79号 。
(22)『 東京横浜毎 日新聞』3240号,3245号,海 野福寿 「同上書」150頁 。
㈱ 筆者編著 「前掲書」r東 京商法会議所の設立 と明治前期の流通政策』 を参照 して欲 しい。
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商権回復運動の高揚のなか,「 生糸直輸出案」が地方荷主を中心 に提案され,11月 には 「直輸
'同盟会」が結成 された
。その同盟会 は資本金10万 円の直輸出会社 を設立 し,荷 預所事件の局面
打開 を提案 し,11月15日 創業株主総会を開いて具体的行動 を予定 した。 この直輸出案の動 きに
対 しジ消極的であった荷預所指導部 も横浜に 「競市場」を設立することを要件 として賛成の意
を表 した。 その競市場 とはセ リ市場設立の動きであり,直 輸出取引に多数の荷主が少量ずつ有
する生糸 を一定量 にまとめ,糸 質 を均等化 して売買 ・分合するためであった。設立趣 旨では,
セ リ市場で売買する者は 「生糸聯合同盟者」に限 られたが,外 商一般にも公開する とあり,セ
伽
リ市場設立の真意が ここにあった と考えられる。 したがって,荷 主の直輸出 ・セリ市場案は,
取引所的性格 をもち,こ れを外商に公開 して,セ リ市場で地方商人 ・生産者が販売者 として生
糸売込商の介在 しない外商取引が成立する可能性が生 まれる。 この荷主の案に対 し,横 浜商法
会議所の案 は,「倉庫会社」を設立して 「市場」 と 「公売所」 として 「生糸製茶其他内外物貰」
の売買を取扱 う荷預所売込商朝吹英二,小 野光景,朝 田又七を発起人 とした案であった。
この連合生糸荷預所内部の直輸 出の方法をめ ぐる地方荷主 と貿易商会売込商 との対立は,設
立時にかかえた内部矛盾の露呈であり,倉 庫会社のセ リ市場の問題 にしても,運 営主導権をど
㈱
ち らが握 るかで,「 大同小異」といえよう。 したがって,こ の問題は連合荷預所の外商取引の拒
絶 などによる輸出生糸の在庫の拡大 と処理に起因している と考えられる。
荷預所が開業 した14年 の9月 か・ら11月 までの入庫高は3ヶ 月で17,455個,出 庫高5,453個 で差
⑳
引き12,002個 の在庫高にのぼってお り,こ の処理が直輸出論に連なった といえる。荷預所が独
占的集荷機構 として整えば整 うほど在庫高が累増するという矛盾が拡大することになった。 さ
らに,荷 主側 には荷為替金の長期借入れによる金利負担が増大するという問題が残 った。
この連合荷預所内部の事情のなかで,事 件への和解の動 きが内外か ら起 きはじめた。10月4
日には荷預所頭取渋沢喜作 と外国人商業会議所会頭ウィルキンとの和解会談にはじまり,10月
10日 の東京商法会議所の事件 を議題 とした臨時会議での和解工作の組織的動きである。荷預所
幹部 との協議では和解のための委員会結成が合議され,東 京商法会議所では会頭の渋沢栄一や
三井物産会社社長の益田孝などの荷預所の近代的取引所の改革案 と外国商業会議への働 きかけ
の提案などを了承する動 きである。
この和解活動が進むなか,10月 末 に加盟同伸会社の無断売込み事件が発生し,預 所の組織的
分裂の危機が起 こった。 この事件 は,同 伸会社が荷預所 に無断で提糸40個 を25番(サ ーゲル商
会)に 売込んだ行為である。同伸会社 は1880(明 治13)年9月 富岡製糸所長の速水堅曹の提唱
によって,星 野長太郎 ・宮崎有敬 ら上毛繭糸改良会社関係者の協力で設立 された直輸出商社で
あり,直 輸出を志向する在地資本 との結びつきの深い商社 といえる。
この同伸会社事件に対する荷預所の処置は,10月28日 臨時株主集会を開き,生 糸売込問屋 申
⑫の 海野福寿 「前掲書」190～5頁 。
㈱'「 同上書」197頁 。
㈱ 『横浜聯合生糸荷預所事務顛末諸計算報告』31頁 。
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合規則第15条 違反 として除名処分 とした。厳 しい処分にもかかわ らず,直 輸出商社に背盟的な
売込事件が福島県下の生糸商の事件や福島遠山社の背盟事件などに波及し,荷 預所連合内の売
込商 グループ と直輸出グループ との亀裂の危機が表面化 した。そのため連合荷預所は11月1日
株主総会を開き,同 伸会社などの除名解除 ・再加盟を承認 して組織的危機を回避した。
これ らの連合荷預所内の事件 は,和 解の運動を加速することになった。10月 末にはアメリカ
公使 ビンガムが調停 にの り出し,渋 沢 ・益田 と会議し,外 商 と荷預所 との双方から資格のある
委員を選出し和解の道を協議することに同意 し,具 体 的行動を展開した。
渋沢 と益田は,外 商のウィルキン ・ウォールシュと11月2日 に会談し,取 引の公平な方法と
して 「中央市場=公 同倉庫」の設立を提案した。 これに対 し外商代表の二人は公同倉庫案1ま専
売所 を設けて商業の進歩を妨げるものだと一蹴 した。 この両者の対立 を 「和解」の一念から,
日本側は外商の主張する取引の旧慣への復帰を売買手続を一部改良 して認め,外 商側は日本側
⑳
の主張する中央市場(公 同倉庫案)の 設立 を容認するという妥結の基本線で合意した。 この和
解の基本線 を両代表がそれぞれの組織に持 ち帰 り検討することになった。
合意 した翌10日,荷 預所は株主総集会 を開いて 「和解の覚書」の取 り扱いを議題 として討議
した。その集会では,直 輸出商社扶桑商会の子安峻の 「生糸販売営業 ノ為メ外国人 ト売込問屋
ノ問二取結ブ約定書」の提案からはじまった。 この子安案の内容は,各 生糸売込商の店頭取引
(売込商が各 自検査 し,商 館引込み ・外商の検査 を否定す:る)を 原則 とし,検 査設備 をもたな
い売込商には商館引込み取引を認 めるが,そ の時 は外商から検査期 日 ・火災保険付 などを記載
した 「引込約定証書」 を受取 ることを条件 にするとい う提案である。 この店頭取引案は,外 商
の全面的復帰案の修正であり,直 輸出論の立場にたつ ものである。 これに対 し,荷 預所役員 は
子安案では荷預所=共 同倉庫が解体され,事 件の敗北=商 権回復運動の消滅に連なること,さ
らに,店 頭取引和解案 は外商 との話 し合いが必要であ り,妥 協 を延引することになると反対 し
た。荷預所総会は,子 安案を支持する同伸会社の速水堅曹 ・高木三郎 ・渋沢与三郎 らが支持 し,
売込商 ・地方荷主総代 は荷預所役員の主張を支持するという激論の末最終的に荷預所役員の早
急和解案が支持され ることになった。
他方,.外 商側では11月11日 に集会を開き,ウ ィルキンの和解覚書について論議された。バ ヴ
ィール,ト ーマ ン,キ ング ドンの3外 商か らウィルキンの和解交渉行為についてつぎの3項 目
の詰問か ら討議は進められた。詰問の第1項 はウィルキンが外商の意向を無視 して渋沢 ・益田
と会談 したこと,第2項 はウィルキン個人の資格である 「覚書」を明示せず外商の意見 とした
こと,第3項 は外商が反対 している 「中央市場」設立に背任 して賛成 した ことの3点 であった。
これに対するウィルキンは詰問の3点 を事実誤認であるとして反論 し,今 日より外商同盟 を脱
退することを通告 した。15日 再び外商集会を継続的に開き,ウ ィルキンの和解案を多数の外商
が1部 条件付で承認 した。その条件は日本側の中央市場設立案を否決し,倉 庫機能を主眼 とし
⑳ 『東京経済雑誌』86号(14年11月12日),海 野福寿 「前掲書」234～40頁 。
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た 「共同倉庫」の設立案 を承諾 した。
荷預所 ・外商の和解への約定書を交換し,預 所側は16日総会を開き 「「日本商人ハ便利ナル場
所二於テ,共 同倉庫1ヶ 所 ヲ便利二建築 シ,其 規章程及用意 ヲ整 フル等ノコトハ,日 本売込人
ト外国買入人 トノ間二協議 ヲ遂ゲ,以 テ相互 ヒニ売買人双方 ・権利 ヲ保全スルノ満足 ヲ得。而
テ生糸売買上一般ノ方法 ヲ改良スルニ於 テハ之ヲ承諾 スベ シ」 と外商案の要望 にそった修正約
定書 を承認 した。一方外商 も17日集会を開 き,日 本側 の約定書案を検討 したが,バ ヴィール ・
キング ドンは共同倉庫承認に厳 しく反対 し,連 合が多数で約定書案 を承認されたことから連合
を脱退する事態のなか閉会 した。こうして,双 方約定書案 を受諾回答し,2ヶ 月にわたって続
㈱
いた 「荷預所事件」の内外商の紛議は妥結 し,和 解した。
5.む すびにかえて一事件のゆ くえと明治期の貿易一
この連合荷預所設立をめぐる事件は,明 治期の日本貿易 を象徴するもの と考 えることができ,
事件の意義 を整理 してお く必要があるだろう。
この事件終結の日本側 の評価からみる と,当 時の多 くのマスコミをはじめ,地 主荷主 ・引取
商な どは 「勝利」 として和解祝宴を開 くな ど高 く評価 した。
しかし,和 解後の取引は19日 から改正 された取引法(証 書の交付 ・見本品の規格化 ・契約の
履行など)に もとづいて生糸売込みが再開されたが,生 糸市場 の景況は思わしくなかった。つ
ぎの表2に 見 られ るように明治14年8月 より15年2月 までの生糸価格の動 きは,各 銘柄 とも11
月ごろか ら急速に下落している。銀貨相場 も10月の1,734円 か ら下落気味で,ド ル表示では一層
激 しい下落 となる。 この生糸価格の低落:は,海 外市況 の不況 と横浜市場滞貨の相乗作用 を生み,
⑳
荷主 はもとより商業 ・金融機関 も大 きな打撃 をうけた。その結果,不 況は全国を襲い,生 糸の
見切売 りを余儀な くされ,外 商取引 も買手市場 とな り 「約定書」第2条 の改正取引規程 は和解
後2ヶ 月で反古 となった。
このような情況のなか,高 揚 した地方荷主 らの 「商権回復」運動 も退潮 し,懸 案の 「共同倉
庫」設立 も放置されたままであった。 しか し,1882(明 治15)年3月13日 荷預所臨時株主総会
を開 き,中 央市場=共 同倉庫 を今年中に設立することを決議 した。続いて7月29日 株主総会を
開き,8月1日 よ り荷預所を改称 して 「共同倉庫会社」 とすることを決議 し,新 会社の事業,
資金計画を検討 した。その結果,倉 庫会社の営業 は発券保管業 とし,商 品の保管に応 じ,倉 荷
証券を交付する。そして倉庫会社発行の倉荷証券 を倉庫会社 と平行 して設立企画中の 「均融会
社」が担保貸付を行 う,と いう事業計画であった。この両社の発起人 は渋沢栄一(第 一国立銀
行)を 中心に,三 井震之助(三 井銀行)・原六郎(第 百国立銀行)・安田善次郎(第 三国立銀行)・
(28;『 東京経済雑誌』87号(11月19日),海 野福寿 「同上書」244～50頁 。
(29)『 東京経済雑誌』298号 。.
(30)『 渋沢栄一伝記資料』第14巻,295～342頁 。海野福寿 「同上書」261～4頁 。
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第2表 明治14年8月 ～15年2月 の横浜生糸相場のうごき
表示中の最
14年8月30日9月22日 10月27日11月24日12月24日15年1月26日2月4日 高価格と2月4日 の価
同左の
価格比
格差
ドル ドル ドル ドル ドル ドル ドル ドル %
器 械 上 710 720 720 730 730 700 660 70 90
生 同 並 680 690 680 680 680 660 610 80 88
糸 上田朱判 ・630 630 630 ・ ・o ・.・ 600 530 100 84
一
○ 同稀無双 620 620 620
● ● ・ ,● ● 570 520 100 84
○ 富岡上馴 630 620 630 630 630 580 560 70 89
斤
の 前 橋 同 580 570 570 580 570 520 500 80 86
相 八王子同 530 530 530 530 ● ・ ● 470 440 90 83
場 掛 田 上 680 700 700 710 700 600 620 90 87
浜付本銘 560 560 550 550 550 500 480 80 86
円 円 円 円 円 円 円 銭
銀貨相場 1,6571,6901,7341,6921,695 1,7001,650 84 一
円 円 円 円 円 円 円 円 円
器 械 上 1,1571,2171,2481,2351,237 1,1901,089 159 87
同 同 並 1,1081,1661,1961,1511,153 1,1221,007
・189 84
上 上田朱判 1,0261,0651,095 ・ 陰o ・・ ● 1,020 875 217 80
惑 同稀無双 1,0101,0481,072
… の■ ● 969 858 217 80
幣 富岡上馴 1,0261,0481,0921,0661,068 986 924 168 84
換
算 前 橋 同 945 963 988 981 966 884 825 163 84
相 八王子同 863 896 919 897 .,o 799 726 193 79
場 掛 田 上 1,1081,1831,2141,2011,187 1,0201,023 191 84
浜付本銘 912 966 954 931 932 850 792 174 82
木村是 「生糸粉議結果 の報 告」(『東京経済雑 誌1298号)に よる。 いず れ も最上品の価格。海野福 寿 「明治の貿易」256頁 よ
り。
山中隣之助(第 三十二国立銀行)・ 川村伝衛(第 三十三国立銀行)・ 渡辺治右衛門(第 二十七国
立銀行)・杉山勧(第 二十国立銀行)な どの東京銀行集会所関係者 と原善三郎 ・茂木惣兵衛の横
浜生糸売込商 らで構成され.ている。 この倉庫 ・均融(売 込商2名 を除 く,倉 庫会社の発起人同
じ)会 社 は,旧 荷預所の建物 ・設備等 も譲渡 され1882(明 治15)年11月7日 より開業 した。 こ
(31
れを政府 も12月 日本銀行の手形 ・為替 ・約束手形条例 を制定 し,支 援 した。
ここに,商 権回復をもとめ1年 余 にわたって外商 と争った連合荷預所事件は事実上解消 した。
その結末は,手 形取引の移植 ・近代的商業銀行への育成 という形で終った といえる。その うえ,
唯一の成果 と考えられた商館引込取引の改正 ・合理化 も,和 解後外商が荷預所=売 込商ルー ト
を切 り崩し,産 地直接取引のルー トを開 くなど無視 された。
(3D『 東京経済雑誌』142号(15年12月16日)
118・ 『明大商学論叢』第82巻 第3号(118)
この荷預所事件の意義について,海 野福寿氏 は 「日本側の敗北的妥協によって終息 した」 と
`し
,こ れをつぎのように説明 されている。
この事件の歴史的評価について,海 野氏は日本側の完全な敗北ではなく,事 件のなかで高揚
した国民的エネルギーを背景 とした 「商権 回復」運動の今後の進め方について具体的な展望 を
もつにいたった ことを事件の残 した成果 としてあげられ,売 込商に指導された荷主 ・生産者の
結集 ・売込商体制の運動を高 く評価されており,そ の具体的評価 として,不 平等条約 ・外圧下
で,外 商の内地通商権拡大の要求を拒否 し居留地貿易を守った こと,さ らに売込商が和解後に
働
取引申合規則 を作成 し外商 と協定を結んだ ことなどを指摘 され亡いる。
この海野氏の見解 に対して,先 学研究者 には別の見解 もあるので,そ れを簡単に紹介してお
きたい。
井上清氏は 『条約改正』(岩 波新書.1955年)の なかで,荷 預所事件 にふれ,こ の事件は資本
家 ・商人 を先頭 とした民族運動であり 「若い民族 ブルジョアジーの勝利」であったと指摘され,
田中惣五郎氏 も(『明治大学短期大学部紀要』1号.1957年)こ の事件 を 「自由民権運動を背景
とした民族解放の一つの運動」 とて外商 を圧倒 し 「はればれと成功」した運動であった と評価
された。その こ,石 井孝氏が 『歴史学研究』313号(1966年)で,こ の事件 は 「国内的にい え
ば,政 商 ・巨大売込商の勝利,産 業ブルジョアジーの敗北であった。巨大売込商の勝利 は既成
の商館貿易制度の勝利であり,産 業ブルジョアジーの敗北は,直 貿易 ・商権回復運動の敗北 を
意味する」(同 上35頁)と 。
これらの事件についての諸見解にも,こ れからも検討を深 めていかなければならない多 くの
課題 が残 されているとお もう。例 えば,豪 農商が結集 して形成 された上毛繭糸改良会社や
1883(明 治16)年 に政商 ・旧特権的都市問屋資本家の1出資によって設立 された大阪紡績会社の
性格分析,さ らには「直輸出」の問題についての政府の殖産興業政策や財政政策の分析な ど数々
の問題がある。 これ らの課題 をここでは紙巾と能力の制約から分析できないが,こ の事件が明
治期の貿易 を象徴するものであり,不 平等条約改正に連な り日本の近代貿易形成の礎 となった
といえるだろう。
(32;海 野福寿 「同上書」271～5頁 。
